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令和５年度新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関等設備整備事業 

補助金に係る事業計画書（追加）の提出について（依頼） 

 

 

 みだしのことについて、令和５年度の事業計画（追加）を募集しますので、事業実施を希望さ

れる場合は、下記によりご提出下さるようお願いします。 

 

記 

１ 対象事業（国庫事業名） 

 

事 業 名 補助対象医療機関の要件 

新型コロナウイルス感染症患者

等入院医療機関等設備整備事業 

新型コロナウイルス感染症患者を受け入れた実績があり、G-

MIS上 に実績及び受入可能病床数等の入力を行う新型コロ

ナウイルス感染症患者入院医療機関 

外来対応医療機関設備整備事業 新型コロナウイルス感染症患者を診療した実績がある外来

対応医療機関 

 

 

２ 補助対象設備 

 

事 業 名 補助対象設備 備考 

新型コロナウ

イルス感染症

患者等入院医

療機関等設備

整備事業 

初度設備費 令和２年度、令和３年度、令和４年度、

令和５年４月１日から９月30日までの

間に補助対象設備のいずれかについて

補助を受けた医療機関は、補助対象設

備のうち、病棟単位（区画単位含む）に

よる対応から病室単位による対応に伴

い新規に必要となる設備及び個人防護

具以外は補助対象外 

人工呼吸器及び付帯する備品 

個人防護具 ※ 

簡易陰圧装置 

簡易ベッド 

体外式模型人工肺及び付帯する備品 

簡易病室及び付帯する備品 

HEPAフィルター付き空気清浄機 

HEPAフィルター付きパーテーション 

外来対応医療

機関設備整備

事業 

HEPAフィルター付き空気清浄機 令和２年度、令和３年度、令和４年度、

令和５年４月１日から９月30日までの

間に補助対象設備のいずれかについて

補助を受けた医療機関は、補助対象設

備のうち、個人防護具以外は補助対象

外 

HEPAフィルター付きパーテーション 

個人防護具 ※ 

簡易ベッド 

簡易診察室及び付帯する備品 

※ 個人防護具については、今回の募集の対象外です。 



※ 個人防護具の補助対象期間は、「新型コロナウイルス感染症の令和５年10月以降の医療提供

体制の移行及び公費支援の具体的内容について」（令和5年9月15日厚生労働省新型コロナウ

イルス感染症対策本部事務連絡）で規定する対象期間内に使用するものに限ることとされ

ております。個人防護具の申請を検討する医療機関は、日別・個人防護具の種別ごとの受払

実績をあらかじめ記録してください。なお、個人防護具の申請時期については、２月上旬頃

を予定しており、HP等でお知らせする予定です。感染状況によっては、補助の対象期間が到

来しないことも想定されますので、ご留意ください。 

 

３ 事業対象期間 

 令和５年10月１日～令和６年３月29日 

  ※10月１日以降に発注を行い、３月29日までに納品を終えることが要件です。 

 

４ 提出様式 

⑴ 事業実施計画書（各事業毎に作成） 

⑵ 品名、数量、金額及び納品予定日が記載された見積書（個人防護具を除く） 

⑶ 製品概要がわかる資料（カタログ等） 

 

５ 提出方法 

  下記の担当（提出先）に電子データをメールで提出して下さい。 

  ※メールの件名を「【医療機関名】新型コロナ設備整備補助事業計画提出」としてください。 

    ※メール送信後、１週間経過しても受信した旨の返信等がない場合には、ご連絡をお願いし 

ます。 

 

事 業 名 担当（提出先） 

新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機

関等設備整備事業 

医療体制確保班 企画･医療体制Ｇ 平安名 

aa091006@pref.okinawa.lg.jp 

外来対応医療機関設備整備事業 

 

 

６ 提出期限 

 令和６年１月19日（金） 

 

７ 留意事項 

⑴  新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関等設備整備事業補助金交付要綱（沖縄県

保健医療部）、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）交付要綱及び実施

要綱（厚生労働省）等を十分確認の上、ご作成願います。 

⑵ 事業計画を審査の上、予算の範囲内において補助を実施します。今回の事業計画の提出を

もって直ちに補助を決定するものではないため、ご留意願います。 

⑶ 事業途中で計画内容を変更する場合は、別途、変更申請が必要となります。 

⑷ 交付決定時に新型コロナ患者の受入れ・診療実績がなくても、令和６年３月31日までに受

入れ・診療実績があれば補助対象になりますが、結果的に受入れ・診療実績が生じなかった

場合には補助対象となりませんのでご留意ください。 

⑸ 補助を受けた場合、当該補助金は国庫補助金のため、国の会計検査の対象となります。 

⑹ 補助を受けた場合、５年間関係書類（発注・納品・請求書等含む）を保管しなければなり

ません。 

 

※提出様式等詳細は別紙をご参照下さい。 

 

 

 

〒900-8570 沖縄県那覇市泉崎１-２-２ 

沖縄県保健医療部 感染症医療確保課 

TEL：098-866-2006 FAX：098-861-2888 

※ 担当 平安名までお問合せください。 

メールでのお問合せをお願いします。 


